




































































































ムA/Aニ δ(L-Ly) =争 sA二 δ(L-Ly)XA (2) 
と生産(発明)されるから，研究開発のストック量は労働に関して収穫不変である。ここでLは経
済全体の雇用量を表す。最終生産物部門と研究開発部門には，それぞれ一定比率の労働者が従事す
るとし， Ly= (1-s)L， O<s< 1としよう。すると， 1人当たりGDPの成長率 gyは，
gy = (ムY/Y)-(ムL/L)
=dlnY -dlnL 
=d ((lnA a) +d (lnLy)一dlnL









































経済成長理論に基づいて実証的に最初に答えたのは， Mankiw， Romer & Weil (1992)であった。
3 -a Mankiw， Romer & Weil (1992)モデル
Mankiw， Romer & WeiI (1992)は，コブ=ダグラス生産関数に人的資本Hを
4)このようなモデルを，いわゆる「内生的成長モデル」と区別して r準内生的成長モデルJと呼ぶことがある。
? ??
Y=KαHs(AL)Jα 日 (4) 
と入れて拡張した。また，人的資本の貯蓄率(二投資率)SHと物的資本の貯蓄率、，および人口
成長率 nを一定と前提した。さらに，技術進歩率ムA/Aは各国間で等しく一定であるとしている。
要約すれば， Mankiw， Romer & Weilモデルは，ソロー=スワンモデルに人的資本を付け足したもの
と言える。それゆえ，各国は定常状態 y'，こ収束するが，その速度は，
g = 1 y.ly， =λ (Iny' -Iny，) 
λ ニ (n+(I1A/A)+δ)x (1一 α一β)



















3-b R & 0モデルと実証分析
技術進歩を内生的に捉えているR&Dモデルは，実証分析からはどのように評価できるだろうか。
5) 技術進歩そのものをどの借標で計測するかという論点が実証的には存在する。ソローモデルおよび Mankiw，Romer & 
WeiJでは，いわゆる「ソロー残差J(TF P)で計iWIしているが， TF Pによる計測には様々な問題点が指概されてい


















様々な研究者による分析結果を集約した Temple(1999)， T F P (全要素生産性)を通じた l人当
たり GDP水準の成長への寄与度を分析した Sachsand Wamer (1997)とHalland ]ones(1996)に基づ
いて，促進要因としてなにが重要かを考察する。
3 -c Sachs and Warner(1997)による分析
ソロー=スワンモデルに準拠し，外生的な労働増大的技術進歩の下で， GDP Qは物的資本 K，
人的資本Hおよび、労働Lより，収穫不変な生産技術に基づき







































①1965年の l人当たり GDP 1.5 
②自由貿易であった年数 10.9 
③=①×② -1.1 















3 -d Hall and Jones (1996)による分析
Hal! and Jonesは，ソロ一二スワンモデルに準拠しながら. 1人当たり GDPの水準に関する国
家聞の成長会計分析を行っている。通常の成長会計分析は， β=(資本分配率)とすると.Y，二A，
K， βL，(1-β)より，
d(logY)/dt = s・d(IogK) / dt+ (I一 β)・d(IogL) / dt+ d (IogA) / dt
ムY/Y二 β(t:.K/K)+ (1 β) (t:.L/L) + (ムA/A)
(経済成長率)= (資本分配率)x (資本成長率)
+(労働分配率)x (労働成長率)+ (T F Pの成長率)




6) Sachs and Wamer(l997)Table2より作成。
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Y;=A(K;，H) 




Y;ニ α九十(1一 α)h;+A; (8) 
と表される。この式の各国間の差を取ると，
~Y; 三 Y;-Yj
二 (α;k;+ (l α)h;+A) -(αj ~+ (l α)同+へ)
三 α:ムk;+(l一 α;)ムh;+ムAi'α:主 0.5(α1十 α)
と表される。 ~A，はいわゆるソロー残差の国家比較版と言える。
国家 iに関して微分可能とすれば，上の式は，
d logy; ==α; d log k，+(トα;)dlog h;十dlog A， (9) 
と表される。 dlogA;=ムA;は，国家聞の差を表しているから，
log A; = i: j~2 logムAj十logAl








log(Y/L)の格差 log (K/L) log(H/L) logA 
カナダ 0.061 0.001 0.049 -0.013 
イタリア 0.182 0.011 0.260 0.089 
l日西ドイツ 0.201 0.031 o. 127 o. 105 
フランス 0.201 0.013 -0.244 0.029 
イギ1)ス 0.318 o. 168 0.012 0.039 
プエルトリコ 0.341 -0.458 -0.392 0.509 
香港 -0.498 0.435 0.150 0.086 
日本 0.533 o. 107 一O.130 0.296 
メキシコ 0.838 0.567 0.405 O. 134 
アルゼンチン 0.873 -0.339 0.219 0.315 
旧ソ連 1. 043 -0.230 0.196 0.618 
インド 2.454 0.883 0.503 1. 068 
中国 -2.815 1. 033 0.319 1. 462 
ケニア 2.876 0.939 -0.499 1. 438 
ザイール -3.429 0.995 0.564 1. 871 
132カ国平均 -1. 754 0.618 0.390 0.747 
まず，表2より， 1人当たり GDPの相違はTFPの格差と非常に似ていることが理解される。
Mankiw， Romer & Weil(l992)は，人的資本や物的資本とTFPは関連が無いとして， TFPの各
国間での格差を重視せず，成長の格差を資本蓄積，特に人的資本の蓄積水準の格差に求めた。しか
し， Hall and Jonesの結果は， TFPについて各国間で明確な格差があり，それが成長の格差をも









政府による生産阻害活動 … i)賄賂，日)強制的没収， ui) 契約不履行
②自由貿易……次のいず、れかの条件を満たせば，自由貿易国家であるとする。
i)非関税障壁が貿易額の40%以下。






















要 因 回帰係数 各生産要素を通じた寄与
log (KfL) log (日IL) logA 
定数 6.596 
①生産阻害活動 1. 523 0.633 0.520 0.371 
への政府の対応
②1950年からの 0.822 0.208 0.074 0.540 
自由貿易の期間
③経済体制
i)計画ないし混合計画 0.028 0.020 0.082 -0. 130 
日)混合市場計画 0.398 0.054 0.084 0.260 
日)市場ないし混合市場 。 。 。 。
④言語
i)英語圏 0.782 0.191 0.161 0.430 
江)そのほか国際語圏 0.659 0.094 0.024 0.541 
⑤気候 2. 184 0.723 0.316 1. 144 
8) HalI and Jonesでは，市場経済は「資本主義JCapitalist，計画経済は「国家統制主義JStatistという用語を使っている
が，日本でよりなじみの深い用語に置き換えた。
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